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待機児童解消加速化プラン

① 賃貸方式や国有地も活用した保育所整備（「ハコ」）

②

小規模保育事業などの運営費支援等

認可を目指す認可外保育施設への支援

③

保育を支える保育士の確保（「ヒト」）

④

取組自治体

支援パッケージ ～５本の柱～

⑤ 事業所内保育施設への支援

◇ 平成25・26年度の２か年の保育拡大量は約19.1万人となり、緊急集中取組期間の整備目標（約20万
人）はほぼ達成する見込み。 ※保育の受け皿の増加分のみを積み上げた場合の保育拡大量は約２０．１万人

◇ 平成27年度からの3か年（取組加速期間）で、約21万人分の保育の受け皿を確保することで、潜在的な
保育ニーズを含め、約40万人分の保育の受け皿を新たに確保し、平成29年度末までに待機児童の解消を
目指す。 ※引き続き、各自治体における待機児童対策の進展等に応じてフォローアップを継続していく。

緊急集中取組期間

2013（Ｈ25）年度 2015（Ｈ27）年度
2017（Ｈ29）年

度 2019（Ｈ31）年度

新制度スタート

２年間前倒し
緊急プロジェクト

新制度等による取組

取組加速期間

市町村子ども・子育て支援事業計画の期間（2015～2019年度）

４０万人
２１万人

消費税財源の充当
待機児童解消
を目指す

※ 「保育緊急確保事業」の活用など
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家庭的保育事業について

【事業内容】

家庭的保育者が、保育所等と連携しながら、自身の居宅等において保育を行う。

※ 平成12年度創設、平成２２年４月１日より児童福祉法に法定化

※ 平成23年度から、複数の家庭的保育者が同一の場所で実施する事業を「グループ型小規模保育事業」として実施

※ 平成27年度の子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、市町村の認可事業として、地域型保育給付の対象

【家庭的保育者の要件】 ・ 市町村長が行う研修を修了した保育士又は保育士と同等以上の知識及び経験を有すると市町村長が
認める者であること
（保育士に必要な研修‥基礎研修〔２１時間＋２日〕
保育士以外の者に必要な研修‥基礎研修〔２１時間＋２日〕＋認定研修〔８８時間＋２０日〕）

・ 保育を行っている乳幼児の保育に専念できる者

【対象児童】 ０～２歳児（原則）

【対象児童数】 ３人以下（別途「補助者」を雇用する場合については５人以下）

【実施場所】 家庭的保育者自身の居宅又は賃貸アパート等市町村が適当と認めた場所

「設備等要件」
・ 保育を行う部屋：９．９㎡＋（３人を超えた利用児童数×３．３㎡）
・ 児童の遊戯等に適する広さの庭を有するか、又は公園・空き地・神社境内等の開かれた空間があること。
・ 自園調理を行うこと。（連携施設等からの搬入も可能。）
・ 衛生的な調理設備を有すること。
・ 調理員を配置すること。（３名以下の場合、家庭的保育補助者を置き、調理を担当することも可能。）
・ 保育内容の支援及び卒園後の受け皿の役割を担う連携施設を設定すること。
※１ 連携施設や保育従事者の確保等が期待できない離島・へき地に関しては、連携施設等について、特例措置
を設ける。

※２ 給食、連携施設の確保に関しては５年間の経過措置を設ける。
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延長保育事業の概要

○ 実施主体：市町村（特別区を含む。）（市町村が認めた者へ委託等も可）

○ 実施要件

・延長時間帯に対象児童の年齢及び人数に応じて保育士等を配置
・各延長時間帯毎に定める一定の利用人数（日数）を満たしていること
・訪問型の利用にあたっては市町村と協議のうえ利用決定を行うこと

○ 保育認定を受けた児童について、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において保育所等で引き続
き保育を実施する事業。

（１）一般型
・標準時間認定 １１時間の開所時間を超えて保育を実施する事業。
・短時間認定 各事業所が設定した短時間認定児の処遇を行う時間を超えて保育を実施する事業。

（２）訪問型
・居宅訪問型保育事業を利用する児童で利用時間を超えて保育を実施する事業。
・保育所等の施設における利用児童数が１名となった場合で、引き続き利用時間を超えて保育を実施する事業。

○ 交付実績：１３，４８６か所（平成２６年度）※民間保育所のみ

○ 負担割合：国１／３、都道府県１／３、市区町村１／３

１．事業の目的・内容

２．交付実績等

３．実施主体及び実施要件
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病児対応型・病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）

事業内容
地域の病児・病後児について、病院・保育
所等に付設された専用スペース等において
看護師等が一時的に保育する事業

保育中の体調不良児を一時的に預かるほ
か、保育所入所児に対する保健的な対応
や地域の子育て家庭や妊産婦等に対する
相談支援を実施する事業

地域の病児・病後児について、看護師
等が保護者の自宅へ訪問し、一時的に
保育する事業
※平成２３年度から実施

対象児童

当面症状の急変は認められないが、病気の
回復期に至っていないことから（病後児の
場合は、病気の回復期であり）、集団保育
が困難であり、かつ保護者の勤務等の都合
により家庭で保育を行うことが困難な児童
であって、市町村が必要と認めた乳幼児又
は小学校に就学している児童

事業実施保育所に通所しており、保育中
に微熱を出すなど体調不良となった児童
であって、保護者が迎えに来るまでの間、
緊急的な対応を必要とする児童

病児及び病後児

実 施 主 体 市町村（特別区を含む）（市町村が認めた者へ委託等も可）

実 施 要 件

■ 看護師：利用児童おおむね１０人につ
き１名以上配置

保育士：利用児童おおむね３人につき
１名以上配置

■ 病院・診療所、保育所等に付設された
専用スペース又は本事業のための専用施
設 等

■ 看護師等を常時1名以上配置（預か
る体調不良児の人数は、看護師等１名
に対して２名程度）

■ 保育所の医務室、余裕スペース等で、
衛生面に配慮されており、対象児童の
安静が確保されている場所 等

■ 預かる病児の人数は、一定の研修
を修了した看護師等、保育士、家庭
的保育者のいずれか１名に対して、
１名程度とすること 等

交付実績
(Ｈ2６年度)

１,２７１か所
（病児対応型６９８か所、病後児対応型５７３か所）

（延べ利用児童数 約５７万人）
５６３か所 ５か所

補 助 率 １／３ 国 １／３ 都道府県 １／３ 市町村 １／３

病児保育事業について

○ 質の改善
１ 病児対応型、病後児対応型について、利用の少ない日において地域の保育所等への情報提供や巡回など地域全体の保育の
質の向上につながる機能を評価し、基本分補助単価の改善を行う。

２ 体調不良児対応型について、看護師等２名以上配置としている実施要件を、看護師等１名以上の配置で実施できるよう改
善を行う。 ４


